
（別記） 

令和７年度南部町地域農業再生協議会水田収益力強化ビジョン 

 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題  

当地域は、全水田面積 1,050ha（令和 7 年 2 月末現在）のうち、主食用米の作付面積の

割合が約 60%、転作作物の作付面積の割合が約 10％となっており、転作作物の作付面積の

うち約 50％でニンニク、ネギ、えだまめなどをはじめとする高収益作物の作付が行わ

れ、果樹を中心とした野菜、水稲との複合経営が主体となっている。 
平坦地では、ほ場整備済みの大区画水田もあり、担い手への土地利用集積・土地利用型

作物への取組による低コスト・省力型の水田農業経営の確立が期待されるが、山間部は湿

田が多く、ほ場区画も小さいため、水稲を農業経営の中心としている農家は少なく、農業

労働力の減少、高齢化の進行や安心・安全を求める消費者ニーズの対応等の課題を抱えて

いる。 

 

２ 高収益作物の導入や転換作物等の付加価値の向上等による収益力 

強化に向けた産地としての取組方針・目標 

農業協同組合や関係機関と連携し、当町の水田環境に適した高収益作物を選定するとと

もに、低コスト生産技術の導入・普及、農地の集積・集約化、作付けの団地化等を図りな

がら産地化に向けた取組を推進する。 

 

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標  

水稲を組み入れない作付体系が数年以上定着し、畑作物のみを生産し続けている水田 

や今後も水稲が作付される見込みがない水田については、畑地化促進事業の活用を促して 

いく。 

 なお、令和４年度から畑地化促進事業の対象となり得る農地の所有者に対し周知及び要

望調査を行っているが、令和６年度も要件に該当する要望等は無かった。 

令和７年度は、令和４年度以降の状況を踏まえたうえで、水田の現地確認の際に農地の

現況を把握し、畑地化促進事業の対象となり得る農地について、既に畑地化促進事業を活

用した事例を用いて周知を行い、令和８年度以降の推進を目指す。 

 また、令和６年度の米価高騰に伴う米離れが懸念され主食用米の需要が不透明な状況で

あるため、町の補助事業と連携し高収益作物への転作の推進に取り組むとともに、令和７

年度も水田活用に係る各種交付金や交付対象水田の要件についての周知を強化する。 

 町の地域計画に位置づけられている担い手（地域内の農業を担う者）に対し、畑地化を

含めた水田活用に係る交付金事業について関係機関と連携しながら周知を行い、担い手の

所得向上につなげるとともに、農地集積・集約化を促進し耕作放棄水田の削減に向けた取

り組みを推進する。 

 

４ 作物ごとの取組方針等  

（１）主食用米 

前年の需要動向や集荷業者等の意向を勘案しつつ、米の生産を行う。また、中食・ 

外食のニーズに対応した業務用米の生産と安定取引の推進を図る。 

 

 



（２）備蓄米 

備蓄米については、主食用米に代わる安定した生産が可能な作物として、県集荷組 

合と連携を図りながら、落札状況等を勘案しつつ推進する。 

 ※備蓄米については、令和７年産米の備蓄米に関する政府買入の動向を踏まえ、主 

食用米及び非主食用米等へ変更する場合がある。 

 

（３）非主食用米 

  ア 飼料用米 

飼料用米の生産拡大にあたっては、農業者と畜産農家及び飼料会社等との連携 

を図り、需要に応じた生産を行うとともに、県設定の産地交付金を活用した多収 

品種や多肥栽培の導入推進により拡大を図る。 

また、地域設定の産地交付金を活用し、生産ほ場で生産した稲わらを飼料（エ 

サ）として需要者（畜産農家）へ供給することにより、飼料自給率の向上を図る取 

組を推進する。 

 

  イ 米粉用米 

取組なし 

 

  ウ 新市場開拓用米 

取組なし 

 

  エ WCS 用稲 

取組なし 

 

  オ 加工用米 

取組なし 

 

（４）麦、大豆、飼料作物 

取組なし 

 

（５）そば、なたね 

取組なし 

 

（６）地力増進作物 

取組なし 

 

（７）高収益作物 

野菜については、農協への出荷のほか、町営の卸売市場への出荷や町内各地区にあ 

る産地直売施設で販売している農家も多く、農家の収入源となっており、米と野菜を 

合理的に組み合わせ所得の向上を図っていくため、高収益な野菜栽培、気象条件を踏 

まえた適地適作を基本に、各地区で生産・販売されている実需者及び消費者ニーズに 

即した野菜（「ねぎ」、「トマト」、「ミニトマト」、「えだまめ」、「かぼちゃ」、「ニンニ 

ク」、「食用菊」、「そらまめ」、「さやえんどう」、「さやいんげん」、「きゅうり」、「な 

す」、「ピーマン」、「たまねぎ」、「メロン」、「キャベツ」、「ほうれんそう」、「だいこ 

ん」、「にんじん」、「とうもろこし」、「しそ」、「ばれいしょ」、「こかぶ」、「種苗」、「小 

豆」計 25 品目）を高収益作物として本作化させ、地域設定の産地交付金を活用し 

て、栽培面積を拡大する。 



５ 作物ごとの作付予定面積等 ～ ８ 産地交付金の活用方法の明細  

別紙のとおり 



別紙

５　作物ごとの作付予定面積等
（単位：ha）

うち
二毛作

うち
二毛作

うち
二毛作

651.7 0 650.8 0 624 0

4.2 0 4.2 0 25 0

8.1 0 12 0 18 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

・子実用とうもろこし 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

10.1 0 13.8 0 13.8 0

・野菜 10 0 13 0 13 0

・花き・花木 0 0 0 0 0 0

・果樹 0 0 0 0 0 0

・その他の高収益作物 0.1 0 0.8 0 0.8 0

0 0 0 0 0 0

・景観作物等 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他

畑地化

大豆

飼料作物

そば

なたね

地力増進作物

高収益作物

麦

作物等
前年度作付面積等

当年度の
作付予定面積等

令和８年度の
作付目標面積等

主食用米

備蓄米

飼料用米

米粉用米

新市場開拓用米

WCS用稲

加工用米



６　課題解決に向けた取組及び目標

前年度（実績） 目標値

※　必要に応じて、面積に加え、取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定してください。
※　目標期間は３年以内としてください。

2

野菜及びその他作物（基幹
作物）（別表１「助成対象

作物一覧のとおり）
高収益作物助成 作付面積

整理
番号

対象作物 使途名 目標

1 （令和6年度）10.1ha （令和8年度）13.8ha

飼料用米の生産ほ場の稲わ
ら（基幹作物）

稲わら利用助成
（耕畜連携）

わら利用取組面積

飼料用米の作付面積の
うち、わら利用取組面
積の割合

（令和6年度）8.1ha

（令和6年度）100％

（令和8年度）16.0ha

（令和8年度）89％




